
初期値 目標値

20年度 21年度 22年度 23年度 24年度 27年度

77%(23年度) 60% 67% 74% 77% 81% A-2 約87%

70%(21年度) - 70% 78% 81% 集計中 A-2 約85%

89%(21年度) - 89% 92% 93% 集計中 A-2 約95%

75%(22年度) - 67% 75% 78% 集計中 A-2 約88%

47%(21年度) 46% 47% 48% 50% 集計中 A-1 約54%

14%(21年度) 15% 14% 17% 18% 集計中 A-1 22%

約47%(22年度) 約45% 約46% 約47% 約48％ 集計中 A-2 約54%

約32%(18年度) 約36% 約38% 約39% 約44％ 集計中 A-2 約50%

約25%(18年度) 約29% 約31% 約32% 約33％ 集計中 A-2 約39%

45%(22年度) 37% 41% 45% 47% 集計中 A-2 約58%

- - - - -

初期値 目標

20年度 21年度 22年度 23年度 24年度 27年度

45.7%(21年度) 41.3% 45.7% 49.5% 52.8% 集計中 A-2 約60%

－(21年度) - - 35.5% 38.4% 集計中 B-2 約52%

－(21年度) - - 3.0% 3.3% 集計中 B-2 約12%

12,256台(22年度) 10,742台 11,165台 12,256台 13,099台 集計中 A-2 20,000台

18.1%(22年度) 16.4% 18.0% 18.1% 20.6% 集計中 B-2 約34%

81.4%(22年度) 64.3% 70.2% 81.4% 86.1% 集計中 A-2 約85%

- - - - -

初期値 目標

20年 20年 21年 22年 23年 24年 27年

37% 37% - - - - B-1 59%

9.5% 9.5% - - - - B-1 18.5%

12　公共施設等のバリアフリー化率

④障害者対応型便所を設置し
た旅客施設の割合

⑧バリアフリー化された路外駐
車場の割合

（ⅲ）

⑦園路及び広場、駐車場、便
所がバリアフリー化された都市
公園の割合

（ⅱ）

（ⅰ）

⑥不特定多数の者等が利用す
る一定の建築物（新築）のうち
誘導的なバリアフ リー化の基
準に適合する割合

①特定道路におけるバリアフリー化率

⑤旅客船

④福祉タクシー

③リフト付きバス等

②ノンステップバス

②段差解消をした旅客施設の割合

年度ごとの目標値

①鉄軌道車両

③視覚障害者誘導用ブロックを
整備した旅客施設の割合

⑤不特定多数の者等が利用す
る一定の建築物のバリアフリー
化率

評価

実績値

⑥航空機

施策目標の評価、達成
状況及び今後の方向性

施策目標の評価

13　バリアフリー化された車両
等の割合

「おおむね順調である」

施策目標の達成状況
及び今後の方向性

  バリアフリー化については、旅客施設、建築物等の整備に対する補助等の支援、
市町村が作成する基本構想の作成促進等により、目標達成に向けて着実に進んで
いる。一方、構造等の制約により整備が困難な施設の顕在化、地方部への展開に
対する要請などの課題もあり、バリアフリー施策は道半ばの状況にある。
  このため、平成22年度末にバリアフリー法に基づく基本方針を改正し、より高い水
準の目標設定等を行ったところであり、当該目標の達成を目指す等一体的・総合的
なバリアフリー化を引き続き推進する。

実績値
評価

実績値

施策目標個票
（国土交通省24－③）

施策目標 総合的なバリアフリー化を推進する。

施策目標の概要及び
達成すべき目標

高齢者、障害者を含むすべての人々が安心して生活することができるよう、一体的・総合的なバリアフリー化等を推進
する。

評価

暦年ごとの目標値

業績指標

14　高齢者（65歳以上の者）の
居住する住宅のバリアフリー化
率

①一定のバリアフリー化

②高度のバリアフリー化

年度ごとの目標値
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初期値 目標

20年 20年 21年 22年 23年 24年 27年

16% 16% - - - - A-1 23%

- - - - -

22年度 23年度 24年度 25年度

5,529 44 39 35

0 0 0 -

12,482 2,266 0 -

18,011 2,310 39 35

14,283 2,150

2,266 0

1,462 161

※上記のほか、社会資本整備総合交付金等（22年度：22,000億円、23年度：17,539億円、24年度：15,858億円、25年度：19,594億円）の内数がある、

学識経験を有する者の知
見の活用

国土交通省政策評価会（平成25年6月14日）

担当部局名

総合政策局
関係局：道路局、住宅
局、都市局、鉄道局、
自動車局、海事局、

港湾局、航空局

作成責任者名
総合政策局

安心生活政策課
（課長　岩月　理浩）

政策評価実施時期 平成25年8月

翌年度繰越額（百万円）

不用額（百万円）

執行額（百万円）

前年度繰越等（c）

合計（a＋b＋c）

施策の予算額・執行額等
【参考】

区分 26年度要求額

予算の
状況

（百万円）

当初予算（a）

補正予算（b）

評価
15　共同住宅のうち、道路から
各戸の玄関まで車椅子・ベビー
カーで通行可能な住宅ストック
の比率

暦年ごとの目標値

実績値
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業績指標１２ 

 公共施設等のバリアフリー化率（①特定道路におけるバリアフリー化率、②段差解消をした旅客施設の割合、③視

覚障害者誘導用ブロックを整備した旅客施設の割合、④障害者対応型便所を設置した旅客施設の割合、⑤不特定多数

の者等が利用する一定の建築物のバリアフリー化率、⑥不特定多数の者等が利用する一定の建築物（新築）のうち誘

導的なバリアフリー化の基準に適合する割合）、⑦園路及び広場、駐車場、便所がバリアフリー化された都市公園の

割合（（ⅰ）園路及び広場、（ⅱ）駐車場、（ⅲ）便所）、⑧バリアフリー化された路外駐車場の割合 

 

 

（指標の定義） 

①「高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律」（平成 18 年法律第 91 号。以下「バリアフリー法」と

いう。）に規定する特定道路（※）のうち、「移動等円滑化のために必要な道路の構造に関する基準を定める省令」（平

成 18 年国土交通省令第 116 号）で定める基準を満たす道路の割合。 

 特定道路におけるバリアフリー化率＝ 

    特定道路の道路延長のうちバリアフリー化された道路延長 ÷ 特定道路の道路延長 

※特定道路：駅、官公庁施設、病院等を相互に連絡する道路のうち、多数の高齢者、障害者等が通常徒歩で移動する

道路の区間として、国土交通大臣が指定したもの 

 

②段差解消をした旅客施設の割合 

 1 日あたりの平均的な利用者数が 3,000 人以上である旅客施設（鉄軌道駅、バスターミナル、旅客船ターミナル及

び航空旅客ターミナル）のうち、バリアフリー法に基づく「移動等円滑化のために必要な旅客施設又は車両等の構造

及び設備に関する基準を定める省令」（平成１８年国土交通省令第１１１号。以下「公共交通移動等円滑化基準」と

いう。）第 4条に掲げる基準に適合し、段差解消をしたものの割合。 

 段差解消をした旅客施設の割合＝ 

      公共交通移動等円滑化基準第 4条を満たす 1日あたりの平均的な利用者数が 3,000 人以上の旅客施設数  

       ÷ 1 日あたりの平均的な利用者数が 3,000 人以上である旅客施設数 

      ※構造上の制約等により整備が困難な旅客施設も含む 

 

評 価 

①Ａ－２ 

 

②Ａ－２ 

 

③Ａ－２ 

 

④Ａ－２ 

 

⑤Ａ－１ 

 

⑥Ａ－１ 

 

⑦ 

（ⅰ）Ａ－２ 

（ⅱ）Ａ－２ 

（ⅲ）Ａ－２ 

 

⑧Ａ－２ 

①目標値：約８７％ （平成２７年度） 

実績値：８１％  （平成２４年度） 

初期値：７７％  （平成２３年度） 

②目標値：約８５％ （平成２７年度） 

実績値：８１％  （平成２３年度） 

初期値：７０％  （平成２１年度） 

③目標値：約９５％ （平成２７年度） 

実績値：９３％  （平成２３年度） 

初期値：８９％  （平成２１年度） 

④目標値：約８８％ （平成２７年度） 

 実績値：７８％  （平成２３年度） 

 初期値：７５％  （平成２２年度） 

⑤目標値：約５４％ （平成２７年度） 

実績値：５０％  （平成２３年度） 

初期値：４７％  （平成２１年度） 

⑥目標値：２２％  （平成２７年度） 

実績値：１８％  （平成２３年度） 

初期値：１４％  （平成２１年度） 

⑦（ⅰ） 

 目標値：約５４％ （平成２７年度） 

 実績値：約４８％ （平成２３年度） 

 初期値：約４７％ （平成２２年度） 

  （ⅱ）： 

 目標値：約５０％ （平成２７年度） 

 実績値：約４４％ （平成２３年度） 

 初期値：約３２％ （平成１８年度） 

  （ⅲ）： 

 目標値：約３９％ （平成２７年度） 

 実績値：約３３％ （平成２３年度） 

 初期値：約２５％ （平成１８年度） 

⑧目標値：約５８％ （平成２７年度） 

 実績値：４７％  （平成２３年度） 

 初期値：４５％  （平成２２年度） 
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③視覚障害者誘導用ブロックを整備した旅客施設の割合 

 1 日あたりの平均的な利用者数が 3,000 人以上である旅客施設（鉄軌道駅、バスターミナル、旅客船ターミナル、

航空旅客ターミナル）のうち、公共交通移動等円滑化基準第 9条に掲げる基準に適合し、視覚障害者誘導用ブロック

を整備したものの割合。 

   視覚障害者誘導用ブロックを整備した旅客施設の割合＝  

         公共交通移動等円滑化基準第 9 条を満たす 1 日あたりの平均的な利用者数が 3,000 人以上の旅客施設数 

         ÷ 1 日あたりの平均的な利用者数が 3,000 人以上である旅客施設数 

 

④障害者対応型便所を設置した旅客施設の割合 

 便所を設置している 1日あたりの平均的な利用者数が 3，000 人以上である旅客施設（鉄軌道駅、バスターミナル、

旅客船ターミナル、航空旅客ターミナル）のうち、公共交通移動等円滑化基準第 13 条から第 15 条までに掲げる基準

に適合し、障害者対応型便所を設置したものの割合。 

  障害者対応型便所を設置した旅客施設の割合＝ 

      公共交通移動等円滑化基準第13条から第15条までを満たした便所を設置した1日あたりの平均的な利用者

数が 3,000 人以上の旅客施設数 

    ÷ 便所を設置している 1日あたりの平均的な利用者数が 3,000 人以上の旅客施設数 

 

⑤不特定多数の者等が利用する一定の建築物のバリアフリー化率 

 床面積 2,000 ㎡以上の特別特定建築物（注１）の総ストック数のうち、「高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促

進に関する法律施行令」（平成 18 年政令第 379 号）第 11 条から第 23 条までに定める基準（以下「建築物移動等円滑

化基準」という。）（注２）に適合するものの割合。 

（注１）病院、劇場、ホテル、老人ホーム等の不特定多数の者または主として高齢者、障害者等が利用する建築物 

（注２）出入口、廊下、階段、エレベーター、便所等の施設の構造及び配置に関する基準 

    

  不特定多数の者等が利用する一定の建築物のバリアフリー化率＝ 

          建築物移動等円滑化基準に適合する床面積 2,000 ㎡以上の特別特定建築物の総ストック数  

           ÷ 床面積 2,000 ㎡以上の特別特定建築物の総ストック数 

 

⑥床面積 2,000 ㎡以上の特別特定建築物（注３）のフローのうち、「高齢者、障害者等が円滑に利用できるようにす

るために誘導すべき建築物特定施設の構造及び配置に関する基準を定める省令」（平成 18 年国土交通省令第 114 号）

に定める基準（以下「建築物移動等円滑化誘導基準」という。）（注４）に適合するものの割合（Ａ／Ｂ）。 

（注３） 病院、劇場、ホテル、老人ホーム等の不特定多数の者または主として高齢者、障害者等が利用する建築物

（注４）出入口、廊下、階段、エレベーター、便所等の施設の構造及び配置に関する誘導的基準 

※Ａ：建築物移動等円滑化誘導基準に適合する、床面積 2,000 ㎡以上の特別特定建築物着工件数 

   Ｂ：床面積 2,000 ㎡以上の特別特定建築物着工件数 

 

⑦バリアフリー法に規定する特定公園施設（注５）である園路及び広場、駐車場、便所が設置された都市公園のうち、

各施設が都市公園移動等円滑化基準（注 6）に適合した都市公園の割合。 

（注５）バリアフリー法に基づき、同法政令で定める移動等円滑化が必要な公園施設 

（注６）「移動等円滑化のために必要な特定公園施設の設置に関する基準を定める省令（平成 18 年国土交通省令第 115

号）で定める特定公園施設の移動等円滑化のための基準 

 

⑧バリアフリー法に規定する特定路外駐車場（注７）のうち、路外駐車場移動等円滑化基準（注８）に適合した路外

駐車場の割合。 

（注７）駐車の用に供する部分が５００㎡以上、かつその利用に対して料金を徴収している路外駐車場のうち、道路

付属物であるもの、公園施設であるもの、建築物であるもの、建築物に付随しているものを除いた駐車場。 

（注８）「移動等円滑化のために必要な特定路外駐車場の設置に関する基準を定める省令」（平成 18 年国土交通省令

第 112 号）で定める特定路外駐車場の移動等円滑化のための基準。 

（分子）＝路外駐車場移動等円滑化基準に適合した路外駐車場の数 

（分母）＝特定路外駐車場の数 

 

（目標設定の考え方・根拠） 

①バリアフリー法に基づく「移動等円滑化の促進に関する基本方針」（平成２３年国家公安委員会・総務省・国土交

通省告示第１号）において、平成 32 年度までの目標値（約 100％）を設定している。これを踏まえ、現況値と平成

32 年度末までの目標値との差を按分し、平成 27 年度末までの数値を形式的に設定したもの。 

 

②③④移動等円滑化の促進に関する基本方針において、平成 32 年度までに１日あたりの平均的な利用者数が 3,000

人以上の鉄軌道駅、バスターミナル、旅客船ターミナル、航空旅客ターミナルにおいて原則として全て移動等円滑化

を達成することを目指すこととしている（この場合、鉄軌道駅の構造等の制約条件を踏まえ可能な限りの整備を行う

こととする。）。これを踏まえ、現況値と平成 32 年度末までの目標値との差を按分し、平成 27 年度末までの数値を形

式的に設定したもの。 

 

⑤移動等円滑化の促進に関する基本方針（国土交通大臣告示）において、平成３２年度までの目標値（約６０％）を

設定している。これを踏まえ、現況値と平成３２年度末までの目標値との差を按分し、平成２７年度末までの数値を
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形式的に設定したもの。 

 

⑥これまでの取組と平成１４年（「高齢者、身体障害者等が円滑に利用できる特定建築物の建築の促進に関する法律

（旧ハートビル法）改正）からの認定特定建築物に対する支援措置の拡充等を踏まえ、平成３２年度までに２,００

０㎡以上の特別特定建築物のフローのうち建築物移動等円滑化誘導基準を満たす割合の目標値（３０％）を設定し、

これを踏まえ、現況値と平成 32 年度末までの目標値との差を案分し、平成 27 年度末までの数値を形式的に設定した

もの。 

 

⑦移動等円滑化の促進に関する基本方針において、平成 32 年度までに園路及び広場約 60％、駐車場約 60％、便所約

45％を移動等円滑化することとしている。これを踏まえ、平成 32 年度までの中間年である平成 27 年度に目標の 5割

以上を達成することとして、園路及び広場については約 54％、駐車場については約 50％、便所については約 39％に

設定したもの。 

 

⑧移動等円滑化の促進に関する基本方針において、平成 32 年度までに路外駐車場の 70％を移動等円滑化することと

している。これを踏まえ、平成32年度までの中間年である平成27年度に目標の5割以上を達成することとして約58％

に設定したもの。 

 

（外部要因） 

②③④旅客施設の構造等 

⑤⑥経済状況等による新規建築物着工数等 

 

（他の関係主体） 

①⑦地方公共団体（事業主体） 

②③④地方公共団体（事業主体）、公共交通事業者（事業主体） 

⑤⑥地方公共団体（事業主体）、建築事業者（事業主体） 

⑧路外駐車場管理者 

 

（重要政策） 

 【施政方針】 

・第１６２回国会施政方針演説（平成１７年１月２１日） 

「公共施設のみならず、制度や意識の面でも社会のバリアフリー化を引き続き推進いたします。」  

 【閣議決定】 

・「高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律」（平成１８年法律第９１号） 

・経済財政改革の基本方針２００７（平成１９年６月１９日） 

「移動等円滑化の促進に関する基本方針」に掲げる目標の達成に向けてバリアフリー環境の整備に取り組む。（第

４章５．） 

・経済財政改革の基本方針２００８（平成２０年６月２７日） 

住宅・建築物等生活空間のバリアフリー化を推進する。（第５章３．） 

・経済財政改革の基本方針２００９（平成２１年６月２３日） 

  バリアフリー化等の推進のためのインフラの重点整備。（第２章１．） 

・観光立国推進基本計画（平成２４年３月３０日） 

  バリアフリー法第３条第１項に基づく移動等円滑化の促進に関する基本方針に定められた目標を達成すること

を目指す等一体的・総合的なバリアフリー化を推進する。（第３ ３.） 

 【閣決（重点）】 

・社会資本整備重点計画（平成２４年８月３１日）「第３章に記述あり」 

 【その他】 

 なし 

 

 

過去の実績値（①特定道路におけるバリアフリー化率） （年度）

Ｈ２０ Ｈ２１ Ｈ２２ Ｈ２３ Ｈ２４ 

６０％ ６７％ ７４％ ７７％ ８１％ 

過去の実績値（②段差解消をした旅客施設の割合） （年度）

Ｈ２０ Ｈ２１ Ｈ２２ Ｈ２３ Ｈ２４ 

― ７０％ ７８％ ８１％ 集計中 

過去の実績値（③視覚障害者誘導用ブロックを整備した旅客施設の割合） （年度）

Ｈ２０ Ｈ２１ Ｈ２２ Ｈ２３ Ｈ２４ 

― ８９％ ９２％ ９３％ 集計中 

過去の実績値（④障害者対応型便所を設置した旅客施設の割合） 

Ｈ２０ Ｈ２１ Ｈ２２ Ｈ２３ Ｈ２４ 

― ６７％ ７５％ ７８％ 集計中 

過去の実績値（⑤不特定多数の者等が利用する一定の建築物のバリアフリー化率） （年度）

Ｈ２０ Ｈ２１ Ｈ２２ Ｈ２３ Ｈ２４ 

４６％ ４７％ ４８％ ５０％ 集計中 
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過去の実績値（⑥不特定多数の者等が利用する一定の建築物（新築）のうち誘導的なバリアフリー化の

基準に適合する割合） 
（年度）

Ｈ２０ Ｈ２１ Ｈ２２ Ｈ２３ Ｈ２４ 

１５％ １４％ １７％ １８％ 集計中 

過去の実績値（⑦園路及び広場、駐車場、便所がバリアフリー化された都市公園の割合） 

（ⅰ）園路及び広場 

Ｈ２０ Ｈ２１ Ｈ２２ Ｈ２３ Ｈ２４ 

約４５％ 約４６％ 約４７％ 約４８％ 集計中 

（ⅱ）駐車場 

約３６％ 約３８％ 約３９％ 約４４％ 集計中 

（ⅲ）便所 

約２９％ 約３１％ 約３２％ 約３３％ 集計中 

過去の実績値（⑧バリアフリー化された路外駐車場の割合） 

Ｈ２０ Ｈ２１ Ｈ２２ Ｈ２３ Ｈ２４ 

３７％ ４１％ ４５％ ４７％ 集計中 
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（％） 段差解消をした旅客施設の割合
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（％） 視覚障害者誘導用ブロックを整備した旅客施設の割合
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（％） 障害者対応型便所を設置した旅客施設の割合
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（％） 不特定多数の者等が利用する一定の建築物のバリアフリー化率
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事務事業の概要 

主な事務事業の概要 

・歩行空間のバリアフリー化の推進（◎） 

多数の高齢者、障害者等が通常徒歩で移動する駅、官公庁施設、病院等を結ぶ道路において、誰もが安心して

通行できるよう、幅の広い歩道などの整備、歩道の段差解消等を実施。 

予算額：道路整備費１３，２５１億円（国費）及び社会資本整備総合交付金１４，３９５億円（国費）等の内

数（平成２４年度） 

・地域公共交通の確保・維持・改善の推進（◎） 

  バス、タクシー、旅客船、鉄道駅、旅客ターミナルのバリアフリー化等を支援する等、移動に当たってのバリ

アがより解消されるために必要な支援を行う。 

  予算額：地域公共交通確保維持改善事業   ３３２億円の内数（平成２４年度） 

・旅客船ターミナルのバリアフリー化の推進（◎） 

旅客船ターミナルのバリアフリー化を推進する。 

予算額：旅客船ターミナル等におけるバリアフリー化 １，６８５億円の内数（平成２４年度） 

・建築物のバリアフリー化の推進（◎） 

  百貨店、劇場、老人ホーム等の不特定多数の者又は主に高齢者、障害者等が利用する建築物について、床面積

２，０００㎡（公衆便所は５０㎡）以上のものを新築等する際の段差解消等のバリアフリー化を推進。 

予算額：バリアフリー環境整備促進事業   １．４４兆円の内数（平成２４年度、社会資本整備総合交付金）

・バリアフリー法に基づく支援措置 

百貨店、劇場、老人ホーム等の多数の者（高齢者や障害者等も含む）が利用する建築物について、段差解消等

のバリアフリー化を推進し、建築物移動等円滑化誘導基準を満たす認定特定建築物に対して容積率の算定の特

例、表示制度の導入等の他、助成等の各種支援を措置。 

予算額：バリアフリー環境整備促進事業   １．４４兆円の内数（平成２４年度、社会資本整備総合交付金）

0

10

20

30

40

50

60

70

H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27

（％） バリアフリー化された路外駐車場の割合

39



・官庁施設のバリアフリー化の推進（◎） 

  窓口業務を行う官署が入居する官庁施設のバリアフリー化を推進する。 

予算額：官庁営繕費 ２０６億円の内数（平成２４年度） 

・バリアフリー法に基づく一体的・総合的なバリアフリー化の推進（◎） 

バリアフリー法に基づき、高齢者・障害者をはじめとする誰もが自立できるユニバーサルデザインの考え方に

基づいたバリアフリー社会を着実に実現するための施策（「心のバリアフリー」社会の実現のための施策の拡充、

バリアフリー法に基づく基本構想の作成促進、段階的・継続的な発展（スパイラルアップ）を図るための体制確

立）を実施することにより、より一層のバリアフリー化の推進を図る。  

予算額：バリアフリー法に基づく一体的・総合的なバリアフリー化の推進 ０．３億円（平成２４年度） 

・都市公園安全・安心対策緊急総合支援事業による支援の実施（◎） 

「都市公園安全・安心対策緊急総合支援事業計画」において、都市公園のバリアフリー化等の目標を定めた地

方公共団体に対して、複数の都市公園におけるバリアフリー化対策等の施設整備を緊急かつ重点的に支援する。

予算額：社会資本整備総合交付金１４，３９５億円（国費）及び内閣府計上の地域自主戦略交付金６，７５４

億円（国費）及び沖縄振興公共投資交付金７７１億円（国費）の内数（平成２４年度） 

・路外駐車場のバリアフリー化の推進 

バリアフリー法を踏まえ、高齢者や障害者等の移動及び施設利用の利便性等の向上促進について自治体等を

対象とした担当者会議や講習会等において周知徹底することで、路外駐車場のバリアフリー化を推進する。 

 
（注）◎を付した施策項目は、社会資本整備重点計画にその概要が定められた社会資本整備事業に係る施策に関するものである。 

 

関連する事務事業の概要 

該当なし 

 

測定・評価結果 

目標の達成状況に関する分析 

（指標の動向） 

① 特定道路におけるバリアフリー化率 

・特定道路におけるバリアフリー化率は平成２３年度から平成２４年度にかけて４％増加しており、このトレンド

を延長すると、目標年度内に目標値を達成すると見込まれ、順調に進捗している。 

②段差解消をした旅客施設の割合 

・段差解消をした旅客施設の割合は平成２１年度から平成２３年度にかけて１１％増加しており、このトレンドを

延長すると、目標年度内に目標値を達成すると見込まれ、順調に進捗している。 

③視覚障害者誘導用ブロックを整備した旅客施設の割合 

・視覚障害者誘導用ブロックを整備した旅客施設の割合は平成２１年度から平成２３年度にかけて４％増加してお

り、このトレンドを延長すると、目標年度内に目標値を達成すると見込まれ、順調に進捗している。 

④障害者対応型便所を設置した旅客施設の割合 

・障害者対応型便所を設置した旅客施設の割合は平成２１年度から平成２３年度にかけて１１％増加しており、こ

のトレンドを延長すると、目標年度内に目標値を達成すると見込まれ、順調に進捗している。 

⑤不特定多数の者等が利用する一定の建築物のバリアフリー化率 

・不特定多数の者等が利用する一定の建築物のバリアフリー化率は、平成２０年度から平成２３年度にかけての３

年間で年度平均の増加率が１．３％となっており、このトレンドを延長すると、目標年度に目標値を達成すると

見込まれ、順調に進捗している。 

⑥不特定多数の者等が利用する一定の建築物（新築）のうち誘導的なバリアフリー化の基準に適合する割合 

・２,０００㎡以上の特別特定建築物のフローのうち、建築物移動等円滑化誘導基準を満たす建築物の割合につい

ては、業績指標として設定している棟数ベースでは横ばいであるが、面積ベースではフロー全体の約６割を占め

ており、規模の大きな建築物の誘導的なバリアフリー化は着実に進んでいる。また、建築物移動等円滑化誘導基

準を満たす認定特定建築物に対する支援措置を通じて施策の実施を図っており、累積認定件数は平成１４年（２,

２７２件）から平成２３年（４，７７０件）へと着実に増加している。 

⑦平成２３年度の実績値は、園路及び広場が約４８％、駐車場が約４４％、便所が約３３％であり、目標値の 

達成に向けて順調に推移している。 

⑧平成２３年度については約４７％となっており、前年度比＋２％と順調に推移している。 

（事務事業の実施状況） 

①特定道路におけるバリアフリー化率 

・多数の高齢者、障害者等が通常徒歩で移動する駅、官公庁施設、病院等を結ぶ道路において、誰もが安心して通

行できるよう、幅の広い歩道などの整備、歩道の段差解消等を実施する等の歩行空間のバリアフリー化を推進し

ている。今後、各市町村の基本構想の作成が進むに従い、整備も進捗するものと考えられる。 

②段差解消をした旅客施設の割合、③視覚障害者誘導用ブロックを整備した旅客施設の割合、④障害者対応型便所

を設置した旅客施設の割合 

・旅客施設のバリアフリー化については、基本的には公共交通事業者がバリアフリー化のための投資を行っており、

新たにエレベーター等を設置する場合、大規模な改良工事を行う必要があること等の理由から段差の解消が困難

な施設もあるが、各支援制度の有効活用などによって推進しているところである。 

・バリアフリー法においては、市町村は、地域の実情に応じて、旅客施設、官公庁施設、福祉施設等の主要な生活

関連施設とその周辺の重点的かつ一体的なバリアフリー化を進めるための基本構想を作成できることとしてい

る。平成２４年９月末現在２７５市町村により３９５基本構想が作成されており、旅客施設のバリアフリー化の
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推進に貢献しているものと考えられる。 

⑤不特定多数の者等が利用する一定の建築物のバリアフリー化率 

・建築物のバリアフリー化については、平成１４年の旧ハートビル法改正において２，０００㎡以上の特別特定建

築物の建築等する際に建築物移動等円滑化基準への適合が義務付けされ、バリアフリー法においても引き続き的

確な運用が行われている。 

⑥不特定多数の者等が利用する一定の建築物（新築）のうち誘導的なバリアフリー化の基準に適合する割合 

・今後、バリアフリー新法における基本構想の作成が進むに従い、引き続き実施する各支援措置と併せて、整備の

進捗が図られると考えられる。 

⑦地方公共団体におけるバリアフリー化への取組みに対し、都市公園安全・安心対策緊急総合支援事業を含めた都

市公園整備に対する補助事業により支援を実施した。また、平成２４年３月に「都市公園の移動等円滑化整備ガ

イドライン」を改訂し、情報提供・利用支援等のソフト面からもより一層推進している。 

⑧バリアフリー法の趣旨を周知徹底することで、路外駐車場のバリアフリー化を推進している。 

課題の特定と今後の取組みの方向性 

①特定道路におけるバリアフリー化率 

・特定道路におけるバリアフリー化率については、順調に推移しているため、「Ａ」と評価した。引き続き、平成

２７年度の目標達成に向け、特定道路のバリアフリー化の推進を図る。以上を踏まえ、「２」（現状の施策を維持）

と位置付けることとした。 

②段差解消をした旅客施設の割合、③視覚障害者誘導用ブロックを整備した旅客施設の割合、障害者対応型便所を

設置した旅客施設の割合 

・旅客施設のバリアフリー化率については、順調に推移しているため、「Ａ」と評価した。引き続き、平成２７年

度の目標値の達成に向け、旅客施設のバリアフリー化の推進を図る。以上を踏まえ、「２」（現状の施策を維持）

と位置付けることとした。 

⑤不特定多数の者等が利用する一定の建築物のバリアフリー化率 

・平成２３年度までの指標が順調に推移している建築物のバリアフリー化については、「Ａ」と評価した。 

・平成１８年１２月に旧ハートビル法と旧交通バリアフリー法を統合し、施策の拡充を図ったバリアフリー法が施

行された。このバリアフリー法で、基準適合義務規制の強化のほか、市町村が作成する基本構想に基づき、重点

整備地区における生活関連施設及びこれらを結ぶ生活関連経路の一体的・連続的なバリアフリー化を図る事業の

一つとして新たに建築物特定事業が制度化されたことから、平成１９年度以降、不特定多数の者等が利用する建

築物のバリアフリー化はさらに推進されている。 

・平成１９年１１月に、建築物移動等円滑化基準及び建築物移動等円滑化誘導基準の内容を踏まえ、建築物の望ま

しい整備内容等を示す「高齢者・障害者等の円滑な移動等に配慮した建築設計標準」を策定・公表し、建築物の

バリアフリー化のためのガイドラインとして活用を促すと共に、リーフレットの作成をし、さらにＨＰへの掲載

等による啓発に努めており、より一層のバリアフリー化を推進しているところ。 

・平成２０年度に策定した建築主向けのガイドラインに基づき、引き続き上記設計標準による設計者に対する啓発

を行うとともに、建築主に対しても啓発に努めることで一層のバリアフリー化を促進した。 

・平成２２年度には、新たな整備目標の設定等を内容とするバリアフリー法に基づく基本方針の改正を行い、当該

改正の内容を所管行政庁等に周知徹底することにより、更なるバリアフリー化の推進に努めた。 

・平成２４年度に「高齢者・障害者等の円滑な移動等に配慮した建築設計基準」を改訂し、前回改訂時から蓄積さ

れた知見等を反映させ、バリアフリー設計の考え方や基準の適法方法等を紹介することで、設計や審査の現場等

で活用されている。 

・今後も下記の通り、更なるバリアフリー化の促進を図ることとしている。 

・以上を踏まえ、「１」（施策の改善等を検討）と位置付けることとした。 

⑥不特定多数の者等が利用する一定の建築物（新築）のうち誘導的なバリアフリー化の基準に適合する割合 

・誘導的なバリアフリー化の基準に適合する割合は、２,０００㎡以上の特別特定建築物のフロー（年間約 

１,０００～３，０００棟）に対し、面積ベースでは認定特定建築物が全体の約５割を占め、業績指標である棟

数ベースでも、平成２１年度の１４％から平成２２年度の１７％に増加したことから「Ａ」と評価した。 

・平成１８年１２月に旧ハートビル法と旧交通バリアフリー法を統合し、施策の拡充を図ったバリアフリー新法が

施行された。このバリアフリー新法において、基準適合義務規制の強化のほか、市町村が作成する基本構想に基

づき、重点整備地区における生活関連施設及びこれらを結ぶ生活関連経路の一体的・連続的なバリアフリー化を

図る事業の一つとして新たに建築物特定事業が制度化されたことから、平成１９年度以降、不特定多数の者等が

利用する建築物のバリアフリー化はさらに推進されている。 

・平成１９年度には、建築物移動等円滑化基準及び建築物移動等円滑化誘導基準の内容を踏まえ、建築物の望まし

い整備内容等を示す設計者向け「高齢者・障害者等の円滑な移動等に配慮した建築設計標準」を策定・公表し、

建築物のバリアフリー化のためのガイドラインとして活用を促すと共に、リーフレットの作成をし、さらにＨＰ

への掲載等による啓発に努めており、より一層のバリアフリー化を推進しているところ。 

・平成２０年度末には、建築主向けのガイドラインを策定し、これに基づき、上記設計標準による設計者に対する

啓発だけでなく、建築主に対してもより幅広い理解を求めることで一層のバリアフリー化を促進することとして

いる。 

・平成２１年度においては、建築主に対して、税制上の特例措置の活用について周知する等により、認定特定建築

物の普及促進を図り、より一層のバリアフリー化を促進した。 

・平成２２年度においては、当該年度限りとされていた税制上の特例措置について、２年間延長を行った。 

引き続き平成２３年度においては、パンフレット配布等により、容積率の算定の特例や税制上の特例措置等の支

援措置が受けられるバリアフリー法に基づく認定制度について、国民や地方公共団体、民間事業者等への一層の

周知徹底を図り、更なるバリアフリー化を促進しているところ。 
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・平成２４年度に「高齢者・障害者等の円滑な移動等に配慮した建築設計基準」を改訂し、前回改訂時から蓄積さ

れた知見等を反映させ、バリアフリー設計の考え方や基準の適法方法等を紹介することで、設計や審査の現場等

で活用されている。 

・今後も下記の通り、更なるバリアフリー化の促進を図ることとしている。 

・以上を踏まえ、「１」（施策の改善等を検討）と位置付けることとした。 

⑦業績指標は、目標値の達成に向けて順調に推移している。今後も緊急かつ計画的に都市公園のバリアフリー化に

係る支援を実施していくこととし、Ａ－２と評価した。 

⑧バリアフリー化された路外駐車場の割合 

・業績指標は、目標達成に向けて順調に推移している。 

・引き続き、バリアフリー法の趣旨を駐車場担当者会議などで周知徹底し、路外駐車場のバリアフリー化を推進す

る。 

・以上から、Ａ－２と評価した。 

 

 

平成２５年度以降における新規の取組みと見直し事項 

 

（平成２５年度） 

・建築物移動等円滑化誘導基準に適合する建築物の利用実態や同基準への適合に際しての課題を把握するなど引き続

き現状把握を行う。（⑥） 

・容積率の算定の特例が受けられるバリアフリー法に基づく認定制度について、ホームページでの情報提供を通じ国

民や地方公共団体、民間事業者等への一層の周知徹底を図り、更なるバリアフリー化を促進する。（⑥） 

・平成２４年度に改訂された「高齢者、障害者等の円滑な移動等に配慮した建築設計標準」について、建築物のバリ

アフリー化のためのガイドラインとしての活用を促すと共に、ホームページへの掲載等による啓発を引き続き行う

ことで、更なるバリアフリー化の促進を図る。（⑤⑥） 

 

（平成２６年度以降） 

・都市公園安全・安心対策緊急総合支援事業が平成２１年度から５箇年間に限定されているため、事業の延伸を含め

検討する必要がある。（⑦） 

 

担当課等（担当課長名等） 

担当課：総合政策局安心生活政策課（課長 岩月 理浩） 

道路局環境安全課（交通安全政策分析官 鹿野 正人） 

住宅局建築指導課（課長 井上 勝徳） 

都市局公園緑地・景観課（課長 舟引 敏明） 

都市局街路交通施設課（課長 清水 喜代志） 

関係課：住宅局市街地建築課（課長 杉藤 崇） 

大臣官房官庁営繕部計画課（課長 川元 茂） 

大臣官房官庁営繕部整備課（課長 永島 潮） 

鉄道局都市鉄道政策課（課長 堀内 丈太郎） 

鉄道局技術企画課（課長 潮崎 俊也） 

自動車局総務課企画室（室長 金子 修久） 

海事局内航課（課長 大石 英一郎） 

港湾局技術企画課技術監理室（室長 遠藤 仁彦） 

航空局航空ネットワーク部航空ネットワーク企画課（課長 久保田 雅晴） 

航空局航空ネットワーク部環境・地域振興課（課長 滝川 伸輔） 
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業績指標１３ 

 バリアフリー化された車両等の割合（①鉄軌道車両、②ノンステップバス、③リフト付きバス等、④福祉タクシー、

⑤旅客船、⑥航空機） 

 

 

（指標の定義） 

・鉄軌道車両 

公共交通移動等円滑化基準第３１条から第３３条までに掲げる基準（乗降口、客室、連結部等の基準）に適合する

車両。 

・ノンステップバス 

床面高さが概ね３０ｃｍ以下であって、公共交通移動等円滑化基準に適合する車両。 

・リフト付きバス等 

公共交通移動等円滑化基準第４３条に基づき適用除外の認定を受けた車両であって、リフト付きもしくはスロープ

付きの車両。 

・福祉タクシー 

公共交通移動等円滑化基準第４５条に掲げる基準に適合する車両。 

・旅客船 

公共交通移動等円滑化基準第４７条から第６１条までに掲げる基準(出入口、客室、便所等についての基準)に適合

する船舶。 

・航空機 

公共交通移動等円滑化基準第６３条から第６７条までに掲げる基準（通路、客室、便所等の基準）に適合する航空

機。 

 

（分子）＝上記基準に適合する①②車両数、⑤隻数、⑥機数 

（分母）＝①②総車両数、⑤総隻数、⑥総機数 

※ノンステップバスの分母の総車両数は、公共交通移動等円滑化基準第４３条に基づく適用除外認定車両を除く。

※旅客船の分母の総隻数は、公共交通移動等円滑化基準第６１条第２項と同附則第３条９項に基づく適用除外船舶

を除く。 

（目標設定の考え方・根拠） 

バリアフリー法に基づく基本方針において、これまでの各車両等のバリアフリー化の進展状況を踏まえ、それぞれ

平成３２年度末までに、鉄軌道車両については総車両数の約７０％、ノンステップバスについては総車両数から適用

除外認定車両を除いた数の約７０％、リフト付きバス等については、適用除外認定を受けた車両の約２５％、旅客船

については総隻数の約５０％、航空機については総機数の約９０％をそれぞれ移動等円滑化すること、また、福祉タ

クシー車両については約２８，０００台を導入することを目標としている。これを踏まえ、現況値と平成３２年度末

までの目標値との差を按分し、平成２７年度末までの数値を形式的に設定したもの。 

（外部要因） 

公共交通事業者の経営状況 

（他の関係主体） 

 地方公共団体（事業主体）、公共交通事業者（事業主体） 

（重要政策） 

 【施政方針】 

・第１６２回国会施政方針演説（平成１７年１月２１日） 

評 価 

① Ａ－２ 

 

② Ｂ－２ 

 

③ Ｂ－２ 

 

④ Ａ－２ 

 

⑤ Ｂ－２ 

 

⑥ Ａ－２ 

 
 

①目標値：約６０％ （平成２７年度） 

実績値：５２．８％（平成２３年度） 

初期値：４５．７％（平成２１年度） 

②目標値：約５２％ （平成２７年度） 

実績値：３８．４％（平成２３年度） 

初期値：―   （平成２１年度） 

③目標値：約１２％ （平成２７年度） 

実績値：３．３％ （平成２３年度） 

初期値：―   （平成２１年度） 

④目標値：２０，０００台（平成２７年度） 

実績値：１３，０９９台（平成２３年度） 

初期値：１２，２５６台（平成２２年度） 

⑤目標値：約３４％ （平成２７年度） 

実績値：２０．６％（平成２３年度） 

初期値：１８．１％（平成２２年度） 

⑥目標値：約８５％ （平成２７年度） 

実績値：８６．１％（平成２３年度） 

初期値：８１．４％（平成２２年度） 
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「公共施設のみならず、制度や意識の面でも社会のバリアフリー化を引き続き推進いたします。」   

 【閣議決定】 

・「高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律」（平成１８年法律第９１号） 

・経済財政改革の基本方針２００７（平成１９年６月１９日） 

「移動等円滑化の促進に関する基本方針」に掲げる目標の達成に向けてバリアフリー環境の整備に取り組む。（第

４章５．） 

・経済財政改革の基本方針２００８（平成２０年６月２７日） 

住宅・建築物等生活空間のバリアフリー化を推進する。（第５章３．） 

・経済財政改革の基本方針２００９（平成２１年６月２３日） 

バリアフリー化等の推進のためのインフラの重点整備。（第２章１．） 

・観光立国推進基本計画（平成２４年３月３０日） 

  バリアフリー法第３条第１項に基づく移動等円滑化の促進に関する基本方針に定められた目標を達成すること

を目指す等一体的・総合的なバリアフリー化を推進する。（第３ ３.） 

 【閣決（重点）】 

・社会資本整備重点計画（平成２４年８月３１日）「第３章に記述あり」 

 【その他】 

なし 

 

 

 

過去の実績値（①鉄軌道車両） （年度）

Ｈ２０ Ｈ２１ Ｈ２２ Ｈ２３ Ｈ２４ 

４１．３％ ４５．７％ ４９．５％ ５２．８％ 集計中 

過去の実績値（②ノンステップバス） （年度）

Ｈ２０ Ｈ２１ Ｈ２２ Ｈ２３ Ｈ２４ 

― ― ３５．５ ３８．４％ 集計中 

過去の実績値（③リフト付きバス等） （年度）

Ｈ２０ Ｈ２１ Ｈ２２ Ｈ２３ Ｈ２４ 

― ― ３．０％ ３．３％ 集計中 

過去の実績値（④福祉タクシー） （年度）

Ｈ２０ Ｈ２１ Ｈ２２ Ｈ２３ Ｈ２４ 

１０，７４２台 １１，１６５台 １２，２５６台 １３，０９９台 集計中 

過去の実績値（⑤旅客船） （年度）

Ｈ２０ Ｈ２１ Ｈ２２ Ｈ２３ Ｈ２４ 

１６．４％ １８．０％ １８．１％ ２０．６％ 集計中 

過去の実績値（⑥航空機） （年度）

Ｈ２０ Ｈ２１ Ｈ２２ Ｈ２３ Ｈ２４ 

６４．３％ ７０．２％ ８１．４％ ８６．１％ 集計中 
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（％） 鉄軌道車両のバリアフリー化
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事務事業の概要 

主な事務事業の概要 

・地域公共交通の確保・維持・改善の推進（◎） 

  バス、タクシー、旅客船、鉄道駅、旅客ターミナルのバリアフリー化等を支援する等、移動に当たってのバリ

アがより解消されるために必要な支援を行う。 

  予算額：地域公共交通確保維持改善事業   ３３２億円の内数（平成２４年度） 

・ＬＲＴシステムの整備 

バリアフリー化されたまちづくりの一環として、地域公共交通の利用環境改善を促進するために行われる、よ

り制約の少ない交通システムであるＬＲＴの導入に対し支援を行う。 

 予算額：地域公共交通確保維持改善事業 ３３２億円の内数（平成２４年度） 

・標準仕様ノンステップバス認定制度の活用 

 高齢者、障害者を含むバス利用者の高い利便性及び製造コストの低減を図るため、平成１５年度に創設した標

準仕様ノンステップバス認定制度による認定を受けたバスに対し、重点的な補助を実施。 

・バリアフリー法に基づく総合的なバリアフリー化の推進 

バリアフリー法に基づき、高齢者・障害者をはじめとする誰もが自立できるユニバーサルデザインの考え方に

基づいたバリアフリー社会を着実に実現するための施策（「心のバリアフリー」社会の実現のための施策の拡充、

バリアフリー法に基づく基本構想の策定促進、段階的・継続的な発展（スパイラルアップ）を図るための体制確

立）を実施することにより、より一層のバリアフリー化の推進を図る。   

予算額：バリアフリー法に基づく総合的なバリアフリー化の推進 ０．３億円（平成２４年度） 

・低床型路面電車に係る特例措置（固定資産税） 

高齢者・障害者等が路面電車を安全かつ容易に利用できるようにするため、鉄軌道事業者が低床型路面電車

を取得した場合の固定資産税の特例措置 

減収額 １３百万円（平成２４年度） 

 

関連する事務事業の概要 

該当なし 

 

測定・評価結果 

目標の達成状況に関する分析 

（指標の動向） 

①鉄軌道車両 

・バリアフリー化された鉄軌道車両の割合は平成２１年度から平成２３年度にかけての２年間で年度平均約３．

５％増加しており、このトレンドを延長すると、目標年度に目標値を達成すると見込まれ、順調に進捗している。

②ノンステップバス 

・ノンステップバスの割合は、中古市場が未成熟であり、かつ新車にあってはワンステップバスと比べて高価であ

ること、座席数が少なく長距離路線が多い地域において敬遠されることが、実績値の伸び悩みの要因と考えられ

る。長期使用車を中心に代替購入が進む中で、引き続き、バス事業者による支援制度の活用を働きかけることに

より、ノンステップバスへの代替が進み、実績値は伸びるものと考えられるが、目標年度に目標値の達成は困難

と見込まれる。 

③リフト付きバス等 

・リフト付きバス等の割合は、通常の車両と比べて高価であること、リフト対応車種が限られていることなどが、

実績値の伸び悩みの要因と考えられる。引き続き、バス事業者による支援制度の活用を働きかけることにより、

リフト付きバス等への代替が進み、実績値は伸びるものと考えられるが、目標年度に目標値の達成は困難と見込

まれる。 

④福祉タクシー 
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・福祉タクシー車両の導入台数については、対前年度比増加率が平成２０年度は２．２％であったのに対し、平

成２１年度３．９％、平成２２年度は９．８％と上昇しており、平成２３年度は６．９％に留まったものの、

平成２２年末から新たに発売されているユニバーサルデザインタクシー（流し営業にも活用されることを想定

し、身体障害者のほか、高齢者や妊産婦、子供連れの人等、様々な人が利用できる構造となっている福祉タク

シー車両）にＬＰＧ対応車両が導入されるなど、今後も堅調な導入が予測され、対前年度比で数％の増加率を

保つ見込みであるから、目標年度に目標値を達成すると見込まれ、順調に進捗している。 

⑤旅客船 

・バリアフリー化された旅客船の割合は、近年の景気の低迷等による旅客船事業の不振、原油価格高騰等の影響に

よる費用負担増等で使用船舶の新造・代替建造が低迷していることが、実績値の伸び悩みの要因と考えられる。

船齢１５年以上の船舶を中心に代替建造が進むなかで、引き続き、旅客船事業者にバリアフリー化の働きかけを

行うほか、支援制度を併せて活用することで、バリアフリー船への代替が進むものと考えられ、実績値は伸びる

ものと考えられるが、目標年度に目標値の達成は困難と見込まれる。 

⑥航空機 

・バリアフリー化された航空機の割合は、平成２３年度に目標を達成し、順調に進捗している。 

（事務事業の実施状況） 

・車両等のバリアフリー化については、基本的には公共交通事業者がバリアフリー化のための投資を行っており、

補助、税制、融資等の支援制度の活用を通じてバリアフリー化を進めてきた。 

景気の低迷等による事業不振や原油価格高騰等の影響による費用負担増等によって、既存の車両等の買い替えが

進まず、実績値が伸び悩んだものもあるが、各支援制度の有効活用等により、鉄軌道車両、航空機のバリアフリ

ー化は概ね順調に進んできたと評価できる。 

課題の特定と今後の取組みの方向性 

①鉄軌道車両 

・バリアフリー化された鉄軌道車両の割合については、順調に推移しているため、「Ａ」と評価した。引き続き、

平成２７年度の目標値の達成に向け、鉄軌道車両のバリアフリー化の推進を図る。以上を踏まえ、「２」（現状の

施策を維持）と位置付けることとした。 

②ノンステップバス 

・ノンステップバスの割合については、中古市場が未成熟であり、かつ新車にあってはワンステップバスと比べて

高価であること、座席数が少なく長距離路線が多い地域において敬遠されていることにより目標達成に向けた成

果を示していないことから、「Ｂ」と評価した。なお、平成 23 年度に「地域公共交通確保維持改善事業（地域公

共交通バリア解消促進等事業）」が創設されたこと、平成 24 年度にバリアフリー車両に対する税制特例措置が創

設されたことから、これらの制度を有効に活用することで、より一層車両等のバリアフリー化に努めていく。以

上を踏まえ、「２」（現状の施策を維持）と位置付けることとした。 

③リフト付きバス等 

・リフト付きバス等の割合については、通常の車両と比べて高価であること、リフト対応車種が限られていること

により目標達成に向けた成果を示していないことから、「Ｂ」と評価した。なお、平成 23 年度に「地域公共交通

確保維持改善事業（地域公共交通バリア解消促進等事業）」が創設されたこと、平成 24 年度にバリアフリー車両

に対する税制特例措置が創設されたことから、これらの制度を有効に活用することで、より一層車両等のバリア

フリー化に努めていく。以上を踏まえ、「２」（現状の施策を維持）と位置付けることとした。 

④福祉タクシー 

・福祉タクシー車両の導入台数については、ユニバーサルデザインタクシーが今後堅調に増加することが予測され、

順調に進捗するものと考えられるため、「Ａ」と評価した。引き続き、平成２７年度の目標値の達成に向け、福

祉タクシー車両導入の促進を図る。以上を踏まえ、「２」（現状の施策を維持）と位置づけることとした。 

⑤旅客船 

・バリアフリー化された旅客船の割合については、近年の景気の低迷等による旅客船事業の不振及び原油価格高騰

等の影響による費用負担増等により、使用船舶の新造・代替建造が低迷しており、目標達成に向けた成果を示し

ていないことから、「Ｂ」と評価した。なお、平成 23 年度に「地域公共交通確保維持改善事業（地域公共交通バ

リア解消促進等事業）」が創設されたことから、この制度を有効に活用することで、より一層車両等のバリアフ

リー化に努めていく。以上を踏まえ、「２」（現状の施策を維持）と位置づけることとした。 

⑥航空機 

・バリアフリー化された航空機の割合については、平成２３年度に目標を達成し、その後も順調に推移しているた

め、「Ａ」と評価した。引き続き、更なる航空機のバリアフリー化の推進を図る。以上を踏まえ、「２」（現状の

施策を維持）と位置付けることとした。 

 

平成２５年度以降における新規の取組みと見直し事項 

（平成２５年度） 

なし 

（平成２６年度以降） 

なし 
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担当課等（担当課長名等） 

担当課：総合政策局安心生活政策課（課長 岩月 理浩） 

関係課：鉄道局都市鉄道政策課（課長 堀内 丈太郎） 

鉄道局技術企画課（課長 潮崎 俊也） 

自動車局旅客課 （課長 瓦林 康人） 

海事局内航課（課長 大石 英一郎） 

航空局航空ネットワーク部航空事業課（課長 平岡 成哲） 
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業績指標１４ 

高齢者（６５歳以上の者）の居住する住宅のバリアフリー化率（①一定のバリアフリー化、②高度のバリアフリー

化） 

 

 

（指標の定義） 

高齢者（６５歳以上の者）の居住する住宅のうち、一定又は高度のバリアフリー化がなされた住宅の割合 

 ①一定のバリアフリー化率（Ａ／Ｂ） 

 ②高度のバリアフリー化率（ａ／Ｂ） 

※Ａ：６５歳以上の者が居住する住宅のうち一定のバリアフリー化がなされた住宅戸数 

※ a：６５歳以上の者が居住する住宅のうち高度のバリアフリー化がなされた住宅戸数 

※Ｂ：６５歳以上の者が居住する住宅戸数 
注 一定のバリアフリー化とは「２箇所以上の手すり設置」又は「段差のない屋内」に該当。 

注 高度のバリアフリー化とは「２箇所以上の手すり設置」「段差のない屋内」「車椅子が通行可能な廊下等の幅」のいずれにも該当。 

（出典）①、②：平成 20 年「住宅・土地統計調査」国土交通省独自集計 
（目標設定の考え方・根拠） 

高齢者が地域において安全・安心で快適な住生活を営むことができるよう、住宅のバリアフリー化について、住生

活基本計画で設定している目標値（一定：７５％（平成３２年）、高度：２５％（平成３２年））をもとに平成２７年

の目標値を形式的に設定。 

（外部要因） 

新規住宅着工数、リフォーム件数等 

（他の関係主体） 

 なし 

（重要政策） 

 【施政方針】 

  なし 

 【閣議決定】 

 ・住生活基本計画（全国計画）（平成２３年３月１５日） 

・日本再興戦略（平成２５年６月１４日） 

  二．戦略市場創造プラン テーマ１：国民の「健康寿命」の延伸 

 【閣決（重点）】 

  なし 

 【その他】 

 ・国土交通省成長戦略(平成２２年５月１７日)＜住宅・都市分野＞ 

   Ⅲ 住宅・建築投資活性化・ストック再生戦略 

    ２．急増する高齢者向けの「安心」で「自立可能」な住まいの確保 

     ～少子高齢化の進展を地域の活力創造の転機へ～ 

 

過去の実績値                                          （暦年）

 Ｈ１５ Ｈ１６ Ｈ１７ Ｈ１８ Ｈ１９ Ｈ２０ Ｈ２１ Ｈ２２ Ｈ２３ Ｈ２４ 

① ２９％ － － － － ３７％ － － － － 

② ６．７％ － － － － ９．５％ － － － － 
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評 価 

① Ｂ－１ 

 

② Ｂ－１ 

①目標値：５９％     （平成２７年） 

実績値：３７％     （平成２０年） 

初期値：３７％      （平成２０年） 

②目標値：１８．５％ （平成２７年） 

実績値：９．５％  （平成２０年） 

初期値：９．５％  （平成２０年） 
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事務事業の概要 

主な事務事業の概要 

○バリアフリー化された公的賃貸住宅の供給 

・新規に整備する公営住宅等について、バリアフリー対応構造を標準仕様として供給するとともに、既存の公営住

宅等についてもバリアフリー改修を促進する。 

○住宅・建築物省エネ改修等緊急推進事業 

住宅の省エネ改修及び省エネ改修と併せて実施するバリアフリー改修に対して支援を行う。 

予算額：５０億円（平成２４年度補正） 

○住宅エコポイント／復興支援・住宅エコポイント 

・エコリフォームと併せて行うバリアフリー改修をポイントの発行対象とし、住宅の省エネ化と併せて、住宅のバ

リアフリー化を促進する。 

○住宅金融支援機構による融資 

・証券化支援事業の枠組みを利用したフラット３５Ｓにより、バリアフリー等の性能に優れた住宅の取得を金利の

引下げにより支援。 

・満６０歳以上の高齢者が自宅のバリアフリーリフォーム等を行う際、生存時は利払いのみとし、死亡時に住宅資

産等を活用して元金を一括返済することを可能とするバリアフリーリフォーム等の融資を実施。 

○住宅のバリアフリー改修促進税制による一定のバリアフリー改修工事を行った場合の特例措置や既存住宅に係

る特定の改修工事をした場合の所得税額の特別控除を実施。 

○サービス付き高齢者向け住宅の供給促進 

・バリアフリー構造等を有し、介護・医療と連携して、高齢者を支援するサービスを提供する「サービス付き高齢

者向け住宅」の供給促進のため、整備費に対する補助を行う。 

・サービス付き高齢者向け住宅の供給促進のため、所得税・法人税に係る割増償却、固定資産税の減額、不動産取

得税の軽減措置を講じている。 

・住宅金融支援機構により、サービス付き高齢者向け賃貸住宅の建設等に必要な資金に対する融資を実施。 

・住宅金融支援機構により、サービス付き高齢者向け住宅の入居一時金に係る民間金融機関が行うリバースモーゲ

ージ型の融資について、住宅融資保険制度を実施。 

関連する事務事業の概要 

 該当なし 

 

測定・評価結果 

目標の達成状況に関する分析 

（指標の動向） 

・業績指標については、直近の平成２０年の実績値によれば、一定のバリアフリー化率、高度のバリアフリー化率

ともに、目標値の達成に向けたトレンドを下回っている。 

（事務事業の実施状況） 

・バリアフリー対応構造を標準仕様とした公営住宅等の供給を促進した（平成２４年度整備戸数実績：１４，７４

５戸） 

・既存の公営住宅等のバリアフリー化を促進した（平成２４年度実績：９９５，４０２戸）。 

・住宅エコポイント／復興支援・住宅エコポイントにおいて、エコリフォームと併せて行うバリアフリー改修をポ

イントの発行対象とし、住宅の省エネ化と併せて、住宅のバリアフリー化を促進した。 

・住宅金融支援機構のフラット３５Ｓにより、バリアフリー性等が優れた住宅の取得を金利の引下げで支援した。

・住宅金融支援機構において、満６０歳以上の高齢者が自宅のバリアフリーリフォーム等を行う際、生存時は利払

いのみとし、死亡時に住宅資産等を活用して元金を一括返済することを可能とするバリアフリーリフォーム等の

融資を実施した。 

・バリアフリー構造等を有し、介護・医療と連携して、高齢者を支援するサービスを提供する「サービス付き高齢

者向け住宅」の供給促進をした。 

（平成２４年度末登録実績：総登録件数３，３９１件、 総登録戸数１０９，２３９戸） 

・住宅金融支援機構により、サービス付き高齢者向け賃貸住宅の建設等に必要な資金に対する融資を実施した。 

・住宅金融支援機構により、サービス付き高齢者向け住宅の入居一時金に係る民間金融機関が行うリバースモーゲ

ージ型の融資について、住宅融資保険制度を実施した。 

・住宅のバリアフリー改修促進税制やサービス付き高齢者向け住宅供給促進税制により、共同住宅のバリアフリー

化を支援した。 

・子育て世帯や高齢者世帯等に賃貸すること等を条件として、既存住宅等の空き家のリフォームに対して補助を行

う「民間住宅活用型セーフティネット整備推進事業」を創設した。 

課題の特定と今後の取組みの方向性 

・前述のとおり、本業績指標は目標達成に向けた成果を示していない。 

・平成２５年度に新たな措置を講じることとしており、今後も、サービス付き高齢者向け住宅の供給等を通じ、住

宅のバリアフリー化を一層促進する。 

・以上から、「Ｂ－１」と評価した。 
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平成２５年度以降における新規の取組みと見直し事項 

（平成２５年度） 

・平成２５年度税制改正において、バリアフリー改修を行った住宅に対する所得税の減額の特例措置を４年間延長

し、控除対象限度額の引き上げ等の拡充を行う。また固定資産税の減額の特例措置についても、３年間延長する。

（平成２６年度以降） 

 該当なし 

 

担当課等（担当課長名等）

担当課：住宅局住宅政策課（課長 坂根 工博） 

関係課：住宅局総務課民間事業支援調整室（室長 佐々木 正士郎） 

住宅局住宅総合整備課（課長 里見 晋） 

住宅局安心居住推進課（課長 瀬良 智機） 

住宅局住宅生産課（課長 伊藤 明子） 
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業績指標１５ 

 共同住宅のうち、道路から各戸の玄関まで車椅子・ベビーカーで通行可能な住宅ストックの比率 

 

 

（指標の定義） 

道路から各戸の玄関まで車椅子・ベビーカーで通行可能な共同住宅戸数を共同住宅の総戸数で除したもの（Ａ／Ｂ）

※Ａ：道路から各戸の玄関まで車椅子・ベビーカーで通行可能な共同住宅戸数 Ｂ：共同住宅の総戸数 

※Ａ及びＢはいずれも「居住世帯のある住宅」戸数 
（出典）平成 20年「住宅・土地統計調査」等 

（目標設定の考え方・根拠） 

高齢者、障害者、子どもをはじめとする全ての居住者が安全・快適に住み続けられるよう、個人の努力のみでは達

成困難な共同住宅の共用部分のユニバーサルデザイン化（バリアフリー化）について、住生活基本計画で設定してい

る目標値（２８％（平成３２年））をもとに平成２７年の目標値を形式的に設定。 

（外部要因） 

新規住宅着工数、リフォーム件数等 

（他の関係主体） 

 なし 

（重要政策） 

 【施政方針】 

  なし 

 【閣議決定】 

・住生活基本計画（全国計画）（平成２３年３月１５日） 

・日本再興戦略（平成２５年６月１４日） 

   二．戦略市場創造プラン テーマ１：国民の「健康寿命」の延伸 

 【閣決（重点）】 

  なし 

 【その他】 

・国土交通省成長戦略(平成２２年５月１７日)＜住宅・都市分野＞ 

  Ⅲ 住宅・建築投資活性化・ストック再生戦略 

   ２．急増する高齢者向けの「安心」で「自立可能」な住まいの確保～少子高齢化の進展を地域の活力創造の転機へ～

 

過去の実績値                                           （暦年）

Ｈ１５ Ｈ１６ Ｈ１７ Ｈ１８ Ｈ１９ Ｈ２０ Ｈ２１ Ｈ２２ Ｈ２３ Ｈ２４ 

１０％ － － － － １６％ － － － － 

 

   
事務事業の概要 

主な事務事業の概要 

○バリアフリー化された公的賃貸住宅の供給 

・新規に整備する公営住宅等について、バリアフリー対応構造を標準仕様として供給するとともに、既存の公営住

宅等についてもバリアフリー改修を促進する。 

○住宅・建築物省エネ改修等緊急推進事業 

住宅の省エネ改修及び省エネ改修と併せて実施するバリアフリー改修に対して支援を行う。 

予算額：５０億円（平成２４年度補正） 

○住宅エコポイント／復興支援・住宅エコポイント 

・エコリフォームと併せて行うバリアフリー改修をポイントの発行対象とし、住宅の省エネ化と併せて、住宅のバ

リアフリー化を促進する。 

○住宅金融支援機構による融資 

・証券化支援事業の枠組みを利用したフラット３５Ｓにより、バリアフリー等の性能に優れた住宅の取得を金利の
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共同住宅のうち、道路から各戸の玄関まで車椅子・ベビーカーで

通行可能な住宅ストックの比率

評 価 

 

Ａ－１ 

 

目標値：２３％（平成２７年） 

実績値：１６％（平成２０年） 

初期値：１６％（平成２０年） 
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引下げにより支援。 

・満６０歳以上の高齢者が自宅のバリアフリーリフォーム等を行う際、生存時は利払いのみとし、死亡時に住宅資

産等を活用して元金を一括返済することを可能とするバリアフリーリフォーム等の融資を実施。 

・マンション管理組合が共用部分のリフォーム工事を行う際、住宅金融支援機構により必要な資金に対する融資を

実施。 

○住宅のバリアフリー改修促進税制による一定のバリアフリー改修工事を行った場合の特例措置や既存住宅に係

る特定の改修工事をした場合の所得税額の特別控除を実施。 

○サービス付き高齢者向け住宅の供給促進 

・バリアフリー構造等を有し、介護・医療と連携して、高齢者を支援するサービスを提供する「サービス付き高齢

者向け住宅」の供給促進のため、整備費に対する補助を行う。 

・サービス付き高齢者向け住宅の供給促進のため、所得税・法人税に係る割増償却、固定資産税の減額、不動産取

得税の軽減措置を講じている。 

・住宅金融支援機構により、サービス付き高齢者向け賃貸住宅の建設等に必要な資金に対する融資を実施。 

・住宅金融支援機構により、サービス付き高齢者向け住宅の入居一時金に係る民間金融機関が行うリバースモーゲ

ージ型の融資について、住宅融資保険制度を実施。 

○バリアフリー法による民間住宅の誘導 

・共同住宅の建築等をしようとする場合、建物の出入口や廊下等がバリアフリー法に基づく建築物移動等円滑化基

準（注）に適合するよう努力義務を課している（注）：出入口、廊下、階段、エレベーター等の施設の構造及び配置に関する基準

・バリアフリー法に基づき、所管行政庁から認定を受けた共同住宅のうち一定のものについては、高齢者等の利用

に配慮したエレベーター、幅の広い廊下等の施設整備に対する助成制度（バリアフリー環境整備促進事業）によ

る支援を実施している。 

関連する事務事業の概要 

 該当なし 

 

測定・評価結果 

目標の達成状況に関する分析 

（指標の動向） 

・業績指標については、直近の平成２０年の実績値によれば、目標値の達成に向けたトレンドを上回っている。 

（事務事業の実施状況） 

・バリアフリー対応構造を標準仕様とした公営住宅等の供給を促進した（平成２４年度整備戸数実績：１４，７４

５戸） 

・既存の公営住宅等のバリアフリー化を促進した（平成２４年度実績：９９５，４０２戸）。 

・住宅エコポイント／復興支援・住宅エコポイントにおいて、エコリフォームと併せて行うバリアフリー改修をポ

イントの発行対象とし、住宅の省エネ化と併せて、住宅のバリアフリー化を促進した。 

・住宅金融支援機構のフラット３５Ｓにより、バリアフリー性等が優れた住宅の取得を金利の引下げで支援した。

・住宅金融支援機構により、満６０歳以上の高齢者が自宅のバリアフリーリフォーム等を行う際、生存時は利払い

のみとし、死亡時に住宅資産等を活用して元金を一括返済することを可能とするバリアフリーリフォーム等の融

資を実施した。 

・住宅金融支援機構により、マンション管理組合が共用部分のリフォーム工事を行う際、住宅金融支援機構により

必要な資金に対する融資を実施した。 

・住宅金融支援機構により、サービス付き高齢者向け賃貸住宅の建設等に必要な資金に対する融資を実施した。 

・住宅金融支援機構により、サービス付き高齢者向け住宅の入居一時金に係る民間金融機関が行うリバースモーゲ

ージ型の融資について、住宅融資保険制度を実施した。 

・バリアフリー構造等を有し、介護・医療と連携して、高齢者を支援するサービスを提供する「サービス付き高齢

者向け住宅」の供給促進をした。 

（平成２４年度末登録実績：総登録件数３，３９１件、 総登録戸数１０９，２３９戸） 

・住宅のバリアフリー改修促進税制やサービス付き高齢者向け住宅供給促進税制により、共同住宅のバリアフリー

化を支援した。 

・既存のマンション等において耐震改修等と合わせて実施されるバリアフリー改修に対して支援を実施。 

・共同住宅の建築等をしようとする場合、建物の出入口や廊下等がバリアフリー法に基づく建築物移動等円滑化基

準に適合するよう努力義務を課し、そのバリアフリー化を誘導した。 

・バリアフリー法に基づき、所管行政庁から認定を受けた共同住宅のうち一定のものについては、高齢者等の利用

に配慮したエレベーター、幅の広い廊下等の施設整備に対する助成制度（バリアフリー環境整備促進事業）によ

る支援を実施した。 

・民間賃貸住宅の質の向上を図り、空家を有効に活用することにより、住宅確保要配慮者の居住の安定確保を図る

民間住宅活用型セーフティネット整備推進事業を創設した。 

課題の特定と今後の取組みの方向性 

・ 前述のとおり、本業績指標は目標値の達成に向け着実に進捗している。 

・ 平成２５年度に新たな措置を講じることとしており、今後も、サービス付き高齢者向け住宅の供給等を通じ、

住宅のバリアフリー化を一層促進する。 

・ 以上から、「Ａ－１」と評価した。 
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平成２５年度以降における新規の取組みと見直し事項 

（平成２５年度） 

・平成２５年度税制改正において、バリアフリー改修を行った住宅に対する所得税の減額の特例措置を４年間延長

し、控除対象限度額の引き上げ等の拡充を行う。また固定資産税の減額の特例措置についても、３年間延長する。

（平成２６年度以降） 

該当なし 

 

担当課等（担当課長名等）

担当課：住宅局住宅政策課（課長 坂根 工博） 

関係課：住宅局総務課民間事業支援調整室（室長 佐々木 正士郎） 

住宅局住宅総合整備課（課長 里見 晋） 

住宅局安心居住推進課（課長 瀬良 智機） 

住宅局住宅生産課（課長 伊藤 明子） 

住宅局建築指導課（課長 井上 勝徳） 

住宅局市街地建築課（課長 杉藤 崇） 
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